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１．はじめに

近年の医療・介護サービス提供体制は、団塊の世代が後期高齢者となる 年を目

途に、その基本的なあり方が議論されている。すなわち、質・量両面で医療・介護サ

ービスに対するニーズが大きく変化する可能性があり、これに対応した医療・介護提

供体制の再構築が求められている。こうした状況の中、 年に成立した「医療介護

総合確保推進法」に基づき、都道府県による地域医療構想の策定が始まった。この地

域医療構想は， 年の医療需要と病床の必要量を構想区域ごとに推計するものであ

り、それを踏まえて病床の機能分化・連携を推進することが求められている。

このように新たな医療提供体制を構築していく中で、病院経営を巡る環境も大きく

変わろうとしている。各病院は地域においてどのようなポジションをとるのかが問わ

れている。そして、当該病院は地域においてどのような使命を果たそうとしているの

かを考え、単に過去の経験に基づくのではなく、客観的数値に基づいた合理的な経営

上の意思決定を下していくことが求められる。その際、重要なマーケティング情報と

なりうるのが、地域医療構想にある人口動態推計や病床機能報告制度を含む種々の医

療情報である。

本稿では、兵庫県東播磨医療圏の人口動態推計、 データ、病床機能報告から病床

必要量をもとに医療需要の現状を把握する。その上で、同医療圏に位置するＡリハビ

リテーション病院の新築移転に伴う病床再編モデルの医業収支シミュレーションを行

い、マネジメント上の課題を明らかにする。
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２．回復期リハビリテーション病棟

リハビリテーション（以下、リハ）医療提供体制はこの 年間で大きく変化した。

年代、温泉病院など限られた病院でリハ医療が始められた。 年代、都市型の

リハ病院が出現し、在宅リハが開始された。続く 年代、急性期リハ重視の方針の

もと、介護保険制度の準備期間として、生活期のリハが整備された。

このような経緯を経て 年に回復期リハビリテーション病棟（以下、回復期病棟）

が創設された。回復期病棟は、主に高齢者の寝たきり予防のために集中的リハを提供

し、在宅復帰を支援することを目的としている。そのため、人員配置や施設基準、発

症からの期間や入院期間、さらに適応疾患など種々の面で明確に規定された専門病棟

である。 年からの 年間は、同病棟の整備と並行して、急性期から回復期、そし

て生活期にわたる地域リハが推し進められた。

年代に入り、回復期病棟は量から質への向上が求められている。 年の診療

報酬改定では、日常生活動作評価法である （ ）

の入院時から退院時までの伸びを 利得とし、在院日数と合わせて評価する実績指

数が導入された。 年の改定で、さらに 利得の基準が厳格化された。

また、介護保険による生活期のリハの推進、団塊の世代が後期高齢者に移る 年

を見据えた「地域包括ケア」体制の推進が、国の主要施策に掲げられている。こうし

たリハ医療提供体制の変遷に沿って、リハ関連の診療報酬も量的・質的に変化してき

た。リハ医療は現在、急性期～亜急性期～慢性期の各ステージでの機能分化が進んで

いる。急性期のリハの使命は、「早期離床」「廃用症候群の予防」である。亜急性期

に対応する回復期のリハでは「 向上」「寝たきり防止」「在宅復帰」、慢性期に対

応する生活期のリハでは「生活機能の維持・向上」「廃用症候群の予防」などのそれ

ぞれ大きな役割がある。さらに、入院医療の機能分化と連携、在宅医療の充実、在宅

介護の充実という３つの方向性に沿って、リハ医療も高度急性期、一般急性期病院で

行われる「急性期リハ」、回復期リハ病棟を中心とする「回復期リハ」、長期療養型

病院、介護施設、在宅・居住系サービスで提供される「生活期リハ」へと機能分化が

進むと考えられる。
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３．地域医療構想

地域医療構想の策定

地域医療構想とは、各医療機関が現在と将来に担う医療機能を選択して報告する病

床機能報告制度をもとに、構想区域（現行の二次医療圏を原則とする）毎に新たな病

床機能の量を設定し、更なる機能分化と連携を推進して効率的な医療提供体制を策定

していくものである。これは平成 年 月の医療介護総合確保推進法に基づくもので、

平成 年 月の社会保障制度改革国民会議の報告書を踏まえて、「病院完結型」から

「地域完結型」へと、将来へ向けた大きな医療の考え方の転換をめざしたものである。

各都道府県で二次医療圏を原則とした新たな構想地域における、地域医療構想が提示

された。それは、まずガイドラインに従って、将来の性別、年齢階級別の人口構成や

有病率等のデータを基に、地域における医療ニーズを予測する作業から始まる。そし

て、新たに「高度急性期」「急性期」「回復期」「慢性期」の４つに分類し報告され

た病床機能を基に、医療提供体制がそれに合致しているかどうかを検証した上で、地

域事情に応じた将来の医療・介護サービス提供体制の新たなモデル像を描いたもので

ある。

東播磨医療圏の概要

東播磨医療圏は、明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町から構成されており、

総人口約 万人、面積 ㎢、人口密度は 人 ㎢の大都市型二次医療圏である。

高機能病院や地域の基幹病院が複数あり、急性期医療の提供能力は全国平均レベル

であり、患者の流入流出が少ない比較的独立した医療圏である。急性期以降は、

療養病床も回復期病床も全国平均レベルである。

人口動態

東播磨医療圏の総人口は 年に 万人へと減少し、 年に 万人へと減少

すると予想されている。一方、 歳以上人口は、 万人（ 年）から 年

に 万人へと増加し、 年には 万人へと減少することが見込まれる 図 。

加古川市においては、人口は 年、 年、 年の順にそれぞれ 万人、

万人、 万人と減少する一方、 歳以上の高齢化率は ％、 ％、 ％と上

昇する。高砂市の人口も同様に、人口は 年、 年、 年の順にそれぞれ

万人、 万人、 万人と減少する一方、 歳以上の高齢化率は ％、 ％、 ％
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と上昇する。東播磨医療圏の人口推計は、各市町村とも人口減少と高齢化率の上昇と

いう傾向がみられる 表１ 。

世帯数では、少子高齢化に伴い単独世帯と核家族世帯が増加する一方、親、子、孫

が同居する、いわゆる３世代同居世帯が減少している。

表１：東播磨医療圏人口動向推計

（出典： 年まで総務省「国勢調査」 年以降、国立社会保障人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口、平成 年 月推計をもとに筆者作成）

図１：東播磨医療圏人口動向推計

（出典： 年まで総務省「国勢調査」 年以降、国立社会保障人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口、平成 年 月推計をもとに筆者作成）

2015年 2025年 2040年 2015年 2025年 2040年

明石市 総人口

65歳～75歳未満

75歳以上

加古川市 総人口

65歳～75歳未満

75歳以上

高砂市 総人口

65歳～75歳未満

75歳以上

稲美町 総人口

65歳～75歳未満

75歳以上

播磨町 総人口

65歳～75歳未満

75歳以上

推計人口(人) 高齢化率(％)
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病床機能報告

兵庫県地域医療構想より、病床機能報告数と将来病床必要数推計を表２に示した。

東播磨医療圏の 年度における病床機能報告数と 年必要病床数によると、

年へ向け急性期病床は 床過剰、回復期病床は 床不足する結果となる。

表２：東播磨医療圏必要病床数

（出典：兵庫県地域医療構想の将来をもとに筆者作成）

年度東播磨医療圏病床機能報告によると、 年４月１日時点から 年４月

１日時点の２年間で各病床数合計は 床減少している。内訳は、高度急性期病床は

床減少、慢性期病床は 床減少、急性期病床は 床増加、回復期病床は 床増加し

ている。また、急性期病床 床の内、 床が地域包括ケア入院管理料 を届出てい

る。 年度の高度急性期と急性期を合わせた病床数は、報告（ 床）は 年度

必要病床数（ 床）を大幅に上回っている。一方、回復期病床数は、報告（ 床）

は 年度必要病床数（ 床）を大幅に下回っている。両者はほぼ相殺される形と

なる 図２、表３参照 。

図２：東播磨医療圏病床必要量と病床機能報告

（出典：兵庫県病床機能報告、兵庫県地域医療構想の将来をもとに筆者作成）

病床機能 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 病床数計

2025年必要病床数

2014年病床機能報告数

過不足 △ 1 △ 1,613 △ 13
2025年必要病床数

2014年病床機能報告数

過不足 △ 1,047 △ 12,370 △ 20

兵庫県

東播磨
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高度 高度
急性期 急性期

あさぎり病院 私立稲美中央病院
あさひ病院　 医療法人社団仙齢会はりま病院
医療法人久仁会明石同仁病院　 アイビスマキクリニック　
医療法人社団せいゆう会　神明病院 あきこレディースクリニック
医療法人社団医仁会　譜久山病院　 医療法人社団こじま肛門外科　
医療法人社団弘成会　明海病院 王子クリニック　
医療法人社団仁恵会　石井病院 志田クリニック　
医療法人双葉会　西江井島病院 私立二見レディースクリニック
医療法人大宗会　王子回生病院 新見眼科
医療法人伯鳳会　明石リハビリテーション病院　 大国クリニック　
医療法人明仁会明舞中央病院　 中山クリニック　
大西脳神経外科病院　 博愛産科婦人科　
特定医療法人誠仁会　大久保病院　 木村産婦人科
兵庫県立がんセンター 鈴木産婦人科医院
明石医療センター ちくご・ひらまつ産婦人科医院  
明石回生病院 安田産婦人科クリニック　
明石市立市民病院 医療法人回起会　奥産婦人科　
明石仁十病院 医療法人社団西村医院
野木病院 塩津外科胃腸科　
加古川磯病院 河合外科胃腸科　
医療法人社団　松本会　松本病院　 関島産婦人科医院
医療法人社団せいわ会たずみ病院　 崇高クリニック　
医療法人社団順心会順心リハビリテーション病院 平成泌尿器科クリニック　
医療法人社団順心会順心病院　 堀胃腸科外科
医療法人社団仙齢会　いなみ野病院 矢野産婦人科医院
一般財団法人甲南会甲南加古川病院 かたしま・きたうら産婦人科医院　
加古川中央市民病院 横山外科胃腸科医院　
共立会病院　 大森産婦人科医院
中谷整形外科病院 大森整形外科医院
兵庫県立加古川医療センター　 東高砂胃腸外科　
医療法人沖縄徳洲会　高砂西部病院 岡本クリニック　
高砂市民病院 合計

医療機関名 急性期 回復期 慢性期 合計医療機関名 急性期 回復期 慢性期 合計

表３： 年東播磨医療圏 稼働病床数

（出典：兵庫県病床機能報告をもとに筆者作成）

必要病床数

地域医療構想における 年度必要病床数推計は、病床稼働率を高度急性期 ％、

急性期 ％、回復期 ％、慢性期 ％と想定している。吉田（ ）の方法に従い、

東播磨医療圏域の実際の病床稼働率を調べるため、兵庫県病床機能報告で記載がある

病院のデータを用い、年間在病棟患者延べ数 （稼働病床数× ）を病床稼働率とし

て試算した。仮定の病床稼働率を上回る病院は、高度急性期５施設中３施設、急性期

施設中９施設、回復期７施設中４施設、慢性期 施設中 施設であった。病床稼働

率の平均値は、高度急性期 ％、急性期 ％、回復期 ％、慢性期 ％であ

った（表４）。
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表４：病床機能報告に基づく病床稼働率の試算

（出典：兵庫県病床機能報告 年「年間在病棟患者延べ数

（稼働病床数× ）にて試算」）

４．マーケティングの視点での医療法人Ａの位置づけ

医療法人Ａ及びＡリハビリテーション病院の概要

特定医療法人社団Ａは、地域の急性期病院を担うＡ病院（脳神経外科）を基幹病院

とし、回復期リハビリテーションを担う「Ａリハビリテーション病院」、介護老人保

健施設、訪問看護ステーション、居宅介護支援センター、小規模多機能居宅介護など

東播磨医療圏を中心に医療・介護事業を展開してきた。

Ａリハビリテーション病院は、加古川市に位置し入院患者の ％が加古川市、

％が高砂市、 ％が稲美町、 ％が播磨町、 ％が明石市の在住者である。

Ａリハビリテーション病院は、回復期病棟 床、医療療養病棟 床を有し、Ａ病院

の後方支援病院として、 年開設以来、地域の高齢者医療とリハビリテーションの

普及充実をおこなってきた。病床稼働率は、 年から 年まで回復期病棟で ％

以上、医療療養病棟で ％以上を維持している。また、医療従事者は、常勤の医師

人、看護師 人、介護福祉士 人、看護補助９人、理学療法士 人、作業療法士 人、

言語聴覚士 人、医療ソーシャルワーカー８人、検査技師２人、薬剤師４人で構成さ

れている。

前方連携病院であるＡ病院（脳神経外科）のポジショニング

Ａ病院（高度急性期 床、急性期 床）の位置する東播磨医療圏は、明石市、加

古川市、高砂市、稲美町、播磨町より構成されており大都市型二次医療圏に分類され

る。加古川市にはＫ市民病院、Ｋ医療センター、Ａ病院、一方、明石市には Ａ医療

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

70%未満
70%以上 75%未満
75%以上 80%未満
80%以上 85%未満
85%以上 90%未満
90%以上 95%未満
95%以上

仮定の病床数を上回る病院数
病院数

病床機能
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センター、Ｋがんセンター、Ａ市民病院、Ｏ脳神経外科病院があり、各市に基幹病院

が複数点在し患者流出入の少ない独立した医療圏である。

嶋田（ ）の方法に従い、 データを用いて東播磨医療圏におけるポジショニ

ング分析を行った（図３）。医療情報局のウエブサイトより東播磨医療圏の医療機関デ

ータ（患者構成指標、二次医療圏シャア、月平均退院患者数）を用いて、総合力指標

として二次医療圏シェアを横軸に、医療水準の指標として患者構成指標を縦軸にとり、

各病院をプロットした。横軸の二次医療圏シェア平均値と縦軸の患者構成指標 を

境界線とし 区分に分類した。二次医療圏シェアが高く、患者構成指標が高い領域に

位置する病院を「ハイパー型急性期」、二次医療圏シェアが高く、患者構成指標が低い

領域に位置する病院を「地域型急性期」、二次医療圏シェアが低く、患者構成指標が高

い領域に位置する病院を「専門特化型急性期」、二次医療圏シェアと患者構成指標が共

に低い病院を「プライマリ型急性期」とした。

東播磨医療圏において、ハイパー型急性期はＡ医療センター、Ｋ医療センター、Ｋ

がんセンターの 病院、地域型急性期はＫ中央市民病院、専門特化型急性期はＡ病院、

Ｏ脳神経外科病院、プライマリ型急性期はＡ市民病院となる。

図３：東播磨医療圏ポジショニング分類

（出典：病院情報局ホームページ 、 年 月 日アクセス）
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図４は東播磨医療圏における （ ）別月平均退院患者

数である。 別月平均退院患者総数は、Ｋ中央市民病院、Ａ医療センター、Ｋがん

センター、Ｋ医療センター、Ａ病院、Ａ市民病院、Ｏ脳神経外科病院の順となる。

図４：東播磨医療圏退院患者数（月別）

（出典：病院情報局ホームページ 、 年 月 日アクセス）

また、神経系の月平均退院患者数を抽出し、クープマンの目標値でみると、Ａ病院

とＯ脳神経外科病院合せて ％の独占的市場シェアを占めており「二大寡占」とい

える。Ａ病院単独でも ％の独占的市場シェアを占めており相対的安定シェアとい

える（図５）。平成 年度Ａリハビリテーション病院の前方連携病院紹介患者の割合

は、同法人のＡ病院が ％、Ｋ医療センター ％、Ａ中央市民病院 ％である。

図５：東播磨医療圏神経系退院患者数（月別）

（出典：病院情報局ホームページ 、 年 月 日アクセス）
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Ａリハビリテーション病院クロスＳＷＯＴ分析

Ａリハビリテーション病院の基本理念は、「質の高いリハビリテーションを通して

地域医療に全力をつくす」である。

基本方針は、「１、患者さま、ご家族さまの権利と要望を尊重し、安全・納得のいく

医療・生活リハビリテーションをめざす。２、地域連携を密にし、チーム医療による

サービスの継続・向上をめざす。３、人材育成、成長に向けて教育研究の推進を図る。

４、経営参画意識をもって業務を遂行する。５、在宅系サービスと連携して、地域リ

ハビリテーションを推進する」である。

Ａリハビリテーション病院は、脳神経外科に特化したＡ病院、Ａ医療センター、Ｋ

中央市民病院の後方支援病院として、高度集中型の質の高いリハビリを提供し、地域

包括ケアの中で主要な役割を果たしていかなければならない。

図６はＡリハビリテーション病院のクロス 分析である。なかでも、積極戦略と

してＡリハビリテーション病院は開設から 年経過しており、平成 年秋に新築移転

を計画している。その際の病床は全室個室病床とし差別化を図り、地域の実情に合わ

せた病床再編を行っていく必要がある。

図６：Ａリハビリテーション病院クロス 分析
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５．３つの病床再編モデルによる収支シミュレーション

回復期リハビリ病棟の収益構造

図７に回復期リハビリ病棟の収益構造のツリー図を示す。Ａリハビリテーション病

院の医業収益の ％が入院収益で構成されている。現在の病床は、回復期リハビリ病

棟Ⅰが 床、回復期リハビリ病棟Ⅲが 床、医療療養病棟 床より構成されている。

平成 年度の患者 人あたりの平均単価は、回復期リハビリ病棟入院料１で

円、回復期リハビリ病棟入院料Ⅲで 円、医療療養病棟で 円である。病

床稼働率は、回復期リハビリ病棟で ％、医療療養病棟で ％である。

図７：回復期リハビリ病棟収益構造

図８は平成 年度から平成 年度の医業収益、固定費、変動費、経常利益、減価

償却前経常利益率（ ）の推移である。医業収益は 億から 億、趨勢で

％増加、固定費は 億から 億、趨勢で ％増加、経常利益は 億から

億趨勢で ％増加している。また、 は ％以上を維持している。

図８：平成 年から 年の収支状況
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４つの病床再編モデルによる収支シミュレーション

Ａリハビリテーション病院は平成 年秋に病院の新築移転を計画している。現在の

病床編成は、 外来・検査、 回復期リハビリテーション入院料Ⅰ 床、 回復期

リハビリテーション入院料Ⅲ 床、 医療療養病床 床からなる。

シミュレーションの前提条件として、平成 年度実績から、患者 人あたりの単価を、

回復期リハビリ病棟入院料１は、 円、回復期リハビリ病棟入院料Ⅲは、

円、医療療養病棟は、 円とする。また、病床利用率は回復期リハビリ病棟１で

％、回復期リハビリ病棟Ⅲで ％、医療療養病棟で ％とする。

費用に関しては入手可能なデータより平成 年度から平成 年度の看護師、看護補

助、セラピストの平均人件費のみを用いた（表５）。

表５：現病棟編成による入院収益と人件費

回復期リハ 回復期リハ 療養病棟

入院料Ⅰ 入院料Ⅲ 入院基本料１

病床数 60床 60床 60床

在棟患者延べ数（年間） 20,805人 20,805人 21,024人

収益 853,005,000円 765,624,000円 525,600,000円

   入院基本料 2,085点 1,861点 1,810点

   脳疾患割合 －

   患者1人1日リハ単位数 7.6単位 7.4単位 2.5単位

   患者1人1日リハ単価 41,000円 36,800円 25,000円

   病床利用率

入院収益計・・・㋐

患者数（日） 57人 57人 58人

病床区分 看護師 13対1 15対1 20対1

               看護補助 30対1 30対1 20対1

人件費 304,940,029円 286,901,942円 168,714,965円

  看護師人件費 100,768,985円 87,333,120円 66,189,312円

  看護師人数 22人 19人 15人

  看護師単価（年間） 4,560,000円 4,560,000円 4,560,000円

  看護補助人件費 29,286,600円 29,286,600円 44,392,320円

  看護補助人数 8人 8人 12人

  看護補助単価（年間） 3,670,000円 3,670,000円 3,670,000円

  セラピスト人件費 174,884,444円 170,282,222円 58,133,333円

  セラピスト人数 40人 39人 13人

  セラピスト単価（年間） 4,360,000円 4,360,000円 4,360,000円

人件費計・・・㋑ 760,556,937円

利益額・・・㋐－㋑

2,144,229,000円

1,383,672,063円
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再編するにあたり病棟単位を 床とし４パターンの病床再編シミュレーションを

行い、比較検討する。表６は、現在の病床編成による入院収益と人件費を、病棟単位

を 床として試算したものである。以下では、この 床モデルを用いて分析を行う。

表６： 床による入院収益と人件費の試算

①モデル１：（回復期Ⅰ 床、回復期Ⅲ 床）

回復期リハ入院料Ⅰ 床×３、回復期リハ入院料Ⅲ 床×２

②モデル２：（回復期Ⅰ 床、回復期Ⅲ 床）

回復期リハ入院料Ⅰ 床×３、回復期リハ入院料Ⅲ 床×１

③モデル３：（回復期Ⅰ 床、医療療養 床）

回復期リハ入院料Ⅰ 床×３、医療療養 床×１

④モデル４：（回復期Ⅰ 床、回復期Ⅲ 床、医療療養 床）

回復期リハ入院料Ⅰ 床×３、回復期リハ入院料Ⅲ 床×１、医療療養 床×１

回復期リハ 回復期リハ 療養病棟

入院料Ⅰ 入院料Ⅲ 入院基本料１

病床数 40床 40床 40床

在棟患者延べ数（年間） 13,870人 13,870人 14,016人

入院収益 568,670,000円 510,416,000円 350,400,000円

   入院基本料 2,085点 1,861点 1,810点

   脳疾患割合 －

   患者1人1日リハ単位数 7.6単位 7.4単位 2.5単位

   患者1人1日リハ単価 41,000円 36,800円 25,000円

   病床利用率

患者数（日） 38人 38人 38人

病床区分 看護師 13対1 15対1 20対1

               看護補助 30対1 30対1 20対1

人件費 203,293,353円 191,267,961円 112,476,644円

  看護師人件費 67,179,323円 58,222,080円 44,126,208円

  看護師人数 15人 13人 10人

  看護師単価（年間） 4,560,000円 4,560,000円 4,560,000円

  看護補助人件費 19,524,400円 19,524,400円 29,594,880円

  看護補助人数 5人 5人 8人

  看護補助単価（年間） 3,670,000円 3,670,000円 3,670,000円

  セラピスト人件費 116,589,630円 113,521,481円 38,755,556円

  セラピスト人数 27人 26人 9人

  セラピスト単価（年間） 4,360,000円 4,360,000円 4,360,000円
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表７：４パターンの病床再編モデル

モデル１は、回復期リハ入院料Ⅰ 床を３病棟、回復期リハ入院料Ⅲ 床を２病棟、

計 床にしたモデルである。現在の 床から 床増床させ回復期病棟のみとした。

現行の病床編成と比べ年間３億５千万円の収益増となる。

モデル２は、回復期リハ入院料Ⅰ 床を３病棟、回復期リハ入院料Ⅲ 床を１病棟、

計 床にしたモデルである。現在の 床から 床減床させ回復期病棟のみとした。

現行の病床編成と比べ年間３千万円の収益増となる。

モデル３は、回復期リハ入院料Ⅰ 床を３病棟、医療療養 床を１病棟、計

床にしたモデルである。現在の 床から 床減床させ回復期病棟と医療療養病棟を

併設させた。現行の病床編成と比べ年間５千万円の収益減となる。

モデル４は、回復期リハ入院料Ⅰ 床を３病棟、回復期リハ入院料Ⅲ 床を１病棟、

医療療養 床を１病棟、計 床にしたモデルである。現在の 床から 床増床

させ回復期病棟と医療療養病棟を併設させた。現行の病床編成と比べ年間２億６千万

円の収益増となる（表 ）。

以上の４モデルによるシミュレーションの結果から、モデル１（回復期Ⅰ 床、

回復期Ⅲ 床）が最も利益率が高いモデルとなる。

６ 考察

加古川市内の人口動向は、 年、 年、 年の順にそれぞれ 万人、

万人、 万人と減少する一方、 歳から 歳未満の高齢化率は ％、 ％、

％、 歳以上の高齢化率は ％、 ％、 ％と共に上昇して 歳以上の

人口は緩やかな増加傾向を示す。Ａリハビリテーション病院の患者層は、 ， 歳代

が中心であり一定の需要はあるものと考えられる。

病床機能報告より 年、 年に向け急性期病床を減少させ、回復期病床を増加

させることが求められている。一方、 年 月厚生労働省の病床機能報告における回

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

入院収益・・・㋐ 2,726,842,000円 2,216,426,000円 2,056,410,000円 2,566,826,000円

人件費・・・㋑ 992,415,981円 801,148,020円 722,356,702円 913,624,663円

  看護師人件費計 317,982,129円 259,760,049円 245,664,177円 303,886,257円

  看護補助人件費計 97,622,000円 78,097,600円 88,168,080円 107,692,480円

  セラピスト人件費計 576,811,852円 463,290,370円 388,524,444円 502,045,926円

利益額・・・㋐－㋑ 1,734,426,019円 1,415,277,980円 1,334,053,298円 1,653,201,337円
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復期機能についてでは、地域医療構想における回復期機能とは、「急性期を経過した

患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能を指すもので、

単に回復期リハビリテーション病棟入院料等を算定している病棟のみを指すものでは

ない」としている。よって東播磨医療圏における回復期機能を担う病床は大幅に不足

しているとは考えられない。また、 年の診療報酬改定から急性期病床（７対１病

床）から地域包括ケア病床への転換が行われ、東播磨医療圏においても 床の地域包

括ケア入院管理料１の届出が行われている。今後、急性期病床から地域包括ケア病床

への転換の動きが加速するものと考えられる。

回復期病棟と地域包括ケア病棟の棲み分けは、回復期病棟のリハビリ上限は最大１

日９単位までだが、地域包括ケア病棟では回復期リハ病棟のような出来高ではなく包

括で平均２単位以上の提供となる。よって脳疾患や大腿骨頚部骨折などの１日４単位

以上のリハビリが必要な場合は回復期病棟へ、単純骨折などの１日４単位以下のリハ

ビリは地域包括ケアへと、疾患と必要なリハビリ単位数で区別される。

病院新築移転にともなう病床再編成では４モデルのシミュレーションのうち、モデ

ル２（回復期Ⅰ 床、回復期Ⅲ 床）が最適であると考える。モデル２は現状の回

復期Ⅰ病棟 床、回復期Ⅲ病棟 床、医療療養病棟 床の計 床から 床をダ

ウンサイジングさせ回復期病棟のみの高度集中型のリハビリテーションに特化した病

床編成である。現行の収益と比較し３千万円の収益増加にとどまるものの、質の高い

リハビリテーションを通して地域医療に全力をつくすことは、Ａリハビリテーション

病院の使命でもある。

病床再編に伴う 床の医療療養病棟の削減については、病床削減を実現する前に、

まずは在宅・施設看護の充実を図り連携を強化していく必要がある。 年、社会保

障制度改革国民会議の報告において医療・介護分野の改革では、在宅医療・在宅介護

の充実を提言した。医療はかつての「病院完結型」の医療から「地域完結型」の医療

への転換を進めていく必要がある。高度急性期から在宅介護までの一連の流れにおい

て、川上に位置する病床の機能分化という政策展開は、退院患者の受入れ体制の整備

という川下の政策と同時に行われるべきものであり、川上から川下までの提供者間の

ネットワーク化は新しい医療・介護制度の下では必要不可欠となる。

筒井 によると、垂直統合とは１つの管理下に様々なレベルのケア（例えばプ

ライマリケア、二次医療、専門医療、三次医療、つまり、急性増悪期における一般病

院から、回復期におけるリハビリテーション病院、そして退院後の訪問看護の利用や

かかりつけ医の往診といった医療や看護、介護ステージにおけるケア）をつなげ、
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していくこととしている。特定医療法人Ａは、同一市内に急性期病院、

回復期リハビリテーション病院、介護老人保健施設、そして退院後の訪問看護、居宅

介護支援センター、小規模多機能居宅介護などの在宅療養支援拠点を有している。各

ステージにおけるケアをつなげ統合し、急性期から回復期、維持期を経て在宅への切

れ目のない医療・介護の流れを構築する必要がある（図９）。

図９：特定医療法人Ａ、医療・介護の連携

また、病床再編に伴い全室個室とする。今後、医療に対する個人のニーズは多様化

し、特にプライバシーの保たれる個室病室が求められていくことが考えられる。厚生

労働省によると病床数全体では、 年には 床が 年には

床に減少しているにも関わらず、個室病室は、 年の 床から、 年に

は 床へと増加している。その中でも、全室個室病棟は近年増加傾向にある。

回復期病棟は在宅復帰という明確な目的をもつ病棟である。Ａリハビリテーション病

院は１病棟 床の内、４床室が約７割を占め、持ち込み物は備え付けの棚に収まる範

囲に制限している。今後の回復期病棟は、全室個室とし心理的影響に加えて、活動性

を促す視点からも在宅での生活を想定できる環境が望まれる。つまり、入院生活全体

をリハビリとしてとらえ、生活行動を促すことが重要である。

回復期リハビリテーション病院は、単に生活機能が改善すれば良いと言う訳ではな

い。急性期医療と在宅医療・介護の中間に位置し、その両方向の連携が求められる。

つまり、どこよりも地域連携医療に強くなければならない。医療を取り巻く状況は急

速かつ迅速に大きく変容している。地域の中でＡリハビリテーション病院が提供する
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医療を見つめ、出来ること出来ないことを見定め、地域に求められているが出来ない

ことは徹底的に連携・統合を図り、出来ることは質を高め提供して行くことこそが、

地域で求められるリハビリテーション病院であると考える。

７ 結語

本稿では、東播磨医療圏の地域医療構想より医療需要を把握し、Ａリハビリテーシ

ョン病院の新築移転に伴う病床再編モデルの医業収支シミュレーションを行った。地

域において急性期から回復期、維持期を経て在宅への切れ目のない医療・介護の流れ

を構築する中で、その橋渡しを行う位置にある回復期病棟の役割は非常に重要である。

今後、Ａリハビリテーション病院が、地域で高度集中型のリハビリテーションに特

化したポジションをとり、地域住民に選ばれる病院になるためには、在宅・施設看護

との連携強化を確固たるものにしなければならない。
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